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犯罪白書でも、その 4 つの過程を区別して、再犯率を詳しく示している。平成 26 年(2014
年)、一般刑法犯により検挙された者の再犯率は平成 16 年(2004 年)から上昇し、平成 26













高い。過去 10 年以内の累積再入率は、仮釈放者は 39.2％であるのに対し、満期釈放者は
60.8％に至った。また、5 年以内の累積再入率について、仮釈放者は 39.5％であった一方、
満期釈放者は 50％であった。特に、2 年内の累積再入率については、仮釈放者は 11％であ
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個々の常習犯罪として規定されている。たとえば、①常習賭博罪(186 条 1 項)、②盗犯等
の防止及び処分に関する法律に定められている常習特殊強窃盗罪(2 条)、常習累犯強窃罪
(3 条)、常習的強盗傷人罪、常習的強盗強姦罪(4 条)、③暴力行為等処罰に関する法律に定

























































































































































































































































 第二に、受刑者の人権を緩和する。明治 22 年の改正監獄則では、①刑務作業義務がない
受刑者に対して、調髪及びひげそりが強制的ではないこと(明治 22 年監獄則 29 条)。②未
決拘禁者に対して懲罰しないこと(明治 22 年監獄則 42 条)。③刑務作業に従事する受刑者
に対する給与を増やすこと(明治 22 年監獄則 22 条)。④食事の量を増やすこと(明治 22 年
監獄則 28 条 1 項)。⑤書籍閲覧の制限及び差し入れ物の制限を緩和すること(明治 22 年監
獄則 32 条、38 条、39 条)。⑥信書発信の制限及び接見の制限を緩和すること(明治 22 年監
獄則 33 条、35 条)。⑦受刑者に対する優遇措置の内容を充実させること(明治 22 年監獄則




















ち込むこと(明治 32 年監獄則 17 条)、②刑務作業に従事する者に対する給与を幅、額のレ
ベルを設置すること(明治 32 年監獄則 22 条)、③請願があれば、未決拘禁者にも教誨を受
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し明治維新後その第一人者となる。明治 5 年「監獄則・監獄則図式」、明治 14 年「監獄則」
を起草。 








                                                                                                                                                                                       
36監獄則の第八条における収容者に対する賞罰規則を規定していた。すなわち、「罪囚ヲ罰
スル六則アリ 第一則 棒鎖 鐵棒ヲ両足ニ緊鎖シテ佇立セシム其時間ニ半日終日ノ別ア
リ凡ソ獄則ヲ犯シ輕キ者ハ此罰ヲ用ユ 第二則 貶等 第一則ノ罰ヲ受ケ改心セサル者等
ヲ貶シ次等ノ役ヲ執シメ五十日ヲ過キテ本ニ復ス 但五等ノ者ハ貶スヘキ無キヲ以テ第三
則ノ罰ニ擬ス 第三則 鐵丸 両手ヲ伸へ重サ二貫五百目乃至三貫目ノ鐵丸或ハ他物ヲ其
掌上ニ置キ洋時一二字間長サ五六十間ノ地ヲ往来セシム 第四則 擔重 両石或ハ両水桶
ノ重サ十八貫乃至二三十貫ノ物ヲ一荷トス往来ノ距離及ヒ時間ハ上條ニ同シ 第五則 闇
室 囚人ヲ闇室ニ入レ飯水ノミヲ給シ人ト言語ヲ接スルヲ許サス七書夜ヲ以テ期トス若シ



































41中村義孝「ボアソナード刑事訴訟法典草案」『立命館法学』2009 年 2 号（324 号)243～244
頁。 
42小澤政治・前掲（注 23）155 頁。明治 18 年 6 月に山田顕義（1844-1892）司法（鄕）が
裁判所長会同・地方長官会同で微罪不検挙の方針を打ち出し、さらに明治 32 年（1899 年）
5 月の司法部長官会同及び同 35 年（1902）10 月の検事長会同で清浦奎吾（1850-1942）司
16 
 




43堀田正忠『刑法釈義 一巻上』明治 16 年（1883 年）211 頁。「徒刑は即ち死刑に亜ぐの
厳刑にして之に該るべき罪を犯せる者は皆な大罪人なれば内地に置くときは或は獄を破り
或は越へて逃走し良民を害するの患あればなり」 
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きるようになり、明治 23 年に全国各地で宗教団体によって更生保護会が開設された。 


































の指定(監獄法 1 条)、監獄の分界(同 3 条)、労役場の附設(同 8 条)、仮出獄・仮出場の際







(伝染病患者の入監拒絶(同 13 条)、武器使用(同 20 条)、監獄官吏の逮捕権(同 23 条)、病
院移送(同 43 条))、③作業賦課の標準を定めたこと(同 24 条)、④従前の労賃の考え方を改
めて作業収入はすべて国庫の所得とし、恩恵的に受刑者に賞与金を支給すること(同 27 条)、
⑤出所直後の経済的困窮による再犯の防止に配慮する規定を新規したこと(死傷病手当金
(同 28 条)、帰住旅費等の支給(同 70 条))、⑥受刑者の健康保持を重んずる規定(運動(同
38 条)、治療(同 40 条)、準病者(同 44 条)、請求滞監(同 69 条))、⑦携有物及び差入物に















































明治 41 年監獄法の改正について、平成 17 年刑事収容施設法の制定まで、全面的な改正
がなかった。この約 100 年の間に、進歩的な改正としては、省令以下の規範が活躍してい
た。たとえば、昭和 8 年の行刑累進処遇令(昭和 8 年 10 月、訓令三五号)と昭和 41 年の監



















① 昼夜独居拘禁の期間を短縮したこと(27 条)、 
② 雑居監房、工場等における被収容者の交談の一般的禁止を改めたこと(36条、37条)、 
③ 受刑者の監房に畳を敷いてはならないとの禁止規定(旧 37 条)を削除したこと、 
④ 監房の不閉鎖等の余地を認めて開放的処遇を行い得ることにしたこと(42 条 2 項)、 
⑤ 所長の命令を受ける暇がない場合の戒具の緊急使用を認めること(49 条 1 項但書)、 
⑥ 一般新聞紙の閲読禁止規定(旧 86 条 2 項)を削除したこと、 
⑦ 受刑者の衣類臥具の色彩の指定(旧 91 条 1 項)を廃止したこと、 
⑧ 給与する食事の熱量の基準を保障したこと(94 条)、 
⑨ 受刑者の頭髪の「丸刈り」(旧 103 条 1 項)を改めて、他の適当な調髪も行い得るよ
うにしたこと、処遇上不適当と認められる者からの差入れを許さないことにしたこ
と(146 条 2 項)等である。 
 
五 まとめ 
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は強制的になされる根拠がある。刑法 12 条 2 項では、懲役に処せられた者に対して、「刑
事施設に拘置して所定の作業を行わせる」という規定がある。また、罰金刑に処せられた
者に対して、罰金を完納することができない場合に、その者を労役場に留置し、労役を行






























5 庁で 14 人があった3。 
 
二 刑務作業の特徴 



















 平成 6 年、堺市中小企業振興会及び堺式手織り段通7保存協会が大阪刑務所に対し、手織
り段通の製作技術及び技術承継を申し入れた。大阪刑務所がこの申し入れを受けて、施設
内で手織り段通の職業訓練を開設した。現在導入当初から続いた自庁職業訓練は、平成 24




しかし、適性の受刑者が少ないのは課題になる。この職業訓練の開設以来、2015 年 3 月



























刑法の第 13 条及び第 16 条に、拘留及び禁錮に処せられた者が刑務作業を行う義務が規定
していない。禁錮受刑者及び拘留受刑者の希望より、刑務作業が可能である。しかし、実





















































１ 2000 年の提言 
2000 年、日弁連は法務省との受刑者処遇勉強会において、賃金制の採用、健康保険、雇
用保険、労災保険などの社会保険制度は、刑務所へ導入すべきと提言した22が、その後、
平成 17 年の刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律に反映されなかった。 
































４ 2010 年の提言 
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 現行の保護観察制度は、昭和 24 年の犯罪者予防更生法によって、保護観察処分、少年仮
退院、仮出所により形成された。この段階では少年のみに対する処遇であり、成人に対す
る保護観察が欠けていた。昭和28年8月に、刑法と犯罪者予防更生法の一部改正に従って、













 現行法の下で、保護観察対象者には、以下の 5 種類がある。 
1 号観察は、少年に対する保護処分としての保護観察11であり、保護期間は、対象者が








平成 25 年に、約 8 万 5 千人が保護観察を受けている。そのうち、保護観察処分少年が
約 4 万 1 千人、少年院仮退院者が約 8 千人、仮釈放者が約 2 万 1 千人、保護観察付執行猶




































































































て、近年の保護観察期間中の再犯事件がある。平成 17 年 2 月 4 日に愛知県安城市の大型ス
ーパー内で発生した幼児通り魔殺人事件がその一例である31。この事件の被疑者として検
挙された男性は、仮釈放中に、更生保護施設から無断で出奔し、所在不明状態にあった者
































 法務省の資料によれば、2009 年から 2013 年の五年間において、保護観察終了時に無職
であった人の再犯率は有職者の再犯率の約 4 倍である(図 1)。また、2013 年に刑務所に再
入所人数 1 万 4 千名のうち、約 7 割が再犯時に無職である(図 2)。すなわち、刑務所出所
者等の再犯を防止ために、その者の就労の確保は重要である。 
 
       (図 1)37                (図 2)38 








生労働省は雇用開始 3 ヵ月までの期間で 1 ヵ月あたり最大 4 万円の奨励金を支給する。ま
た、出所者等の職場体験について、5 日から 1 ヵ月までの職場体験講習を提供する雇用主






















たり最大 7 万円の謝礼を支給することにした。年間最大 72 万円の上限が設けられた。42。 
３ 刑務所出所者を直接雇用 





















点数のうち、主観点として 10 点加算とした46。2014 年 11 月末までに、全国で 55 の地方公
共団体がこの優遇措置を導入している47。 
２ 刑務所出所者等を臨時職員とする直接採用について、2010 年 8 月から、大阪府吹田市
が初めて保護観察対象者を臨時職員として直接雇用した。また、雇用された対象者等に対
して、休暇を認めて、勤務状況が良好である場合には証明証の発行を行う。48。現在、全
国の 32 の地方公共団体において、実施又は実施が予定されている49。 
 そのほか、兵庫県では、保護観察対象者を採用する協力雇用者に対して、人件費相当分
として 1 社あたり最大 4 か月分(91 万円)を上限として補助する。また、佐賀県では、雇用






























ボランティアが 300 人を超えた54。 































































8 万円を企業に支援する。発足の目標は、5 年で 100 人を雇用するとした60。 
最初、元受刑者を採用する経験があった大阪の好み焼きチェン飲食店「千房」を中心と
する関西 7 社はこのプロジェクトに参加した。現在、参加した会社は 19 社(関西 10 社、関
東 9 社)61まで広がた。また、採用実績について、「この 2 年間で 157 人の応募者に対し、
26 人が雇用を前提に就労した。しかし、6 カ月の就労体験(日本財団が毎月 8 万円の支援)
53 
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阜県関市、美濃市、佐賀市、宇部市 
50全国就労支援事業者機構「全国就労支援事業者機構ニュース」10 号 平成 25 年 6 月（2013
年 6 月）。 
51第 18 回早稲田矯正保護展・前掲（注 4）14 頁。 
52全国就労支援事業者機構ホームページ「設立趣意」。 
（http://www.siensha-kiko.net/shui.html） 
53奥田幸生・前掲（注 48）29 頁。 
54津富宏『若者就労支援「静岡方式」で行こう！』クリエイツかもがわ（2011 年）1 頁以
下。 
55津富宏＝米山世紀『若者就労支援「静岡方式」を進化させる』『更生保護』平成 27 年 3
月号（2015 年 3 月）12～17 頁。 
56伊藤かおる「ソーシャルファーム松本自立支援センター―農林業の入り口をつくろう」
『更生保護』平成 27 年 3 月号（2015 年 3 月）35～40 頁。 
57飯田好明「協力雇用主開拓への取組」『更生保護』平成 27 年 3 月号（2015 年 3 月）30
～34 頁。 
58内田裕也『ハローワーク川越と連携した刑務所出所者就労支援事業に係る新たな取組～
「川越少刑 就労支援フェスタ」の概要等～』『刑政』126 巻 5 号（2015 年 5 月）90～100
頁。 
59日本経済新聞「出所者の再出発、居酒屋から支援 新宿に 24 日開業」（2015 年 4 月 21
日）。 
（http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG21H01_R20C15A4CR0000/） 
60朝日新聞（2013 年 10 月 21 日）夕刊 2 総合 朝日新聞掲載「キーワード」の解説。 
61参加する企業のリストは以下である。 
「発足時の企業」は千房 株式会社、株式会社 一門会、株式会社 牛心、株式会社 信濃路、
カンサイ建装工業 株式会社、株式会社 プラス思考、株式会社 プログレッシブ。 
「発足後に参加した企業」は株式会社 藤岡工務店、株式会社 菜花野。 
「新たに参加する企業」は株式会社 アイエスエフネット、Ｓ・ＴＥＣ 株式会社、セリエ
コーポレーション、ビ・ボーン 株式会社、株式会社 藤巻製作所、株式会社 Ｔ２ｆａｃｔ
ｏｒｙ、株式会社 ＳＨＩＲＯコーポレーション、北洋建設 株式会社、株式会社 ヒューマ
ンハーバー。（日本財団ホームページ） 
（http://www.nippon-foundation.or.jp/news/pr/2013/59.html） 

















































































































































































































































































5廬建平『刑事政策与刑法変革』中国人民公安大学出版社 (2011 年) 202 頁以下。(また、
仁井田陸先生が著書『補訂 中国法制史研究 刑法』80 頁では、「圜土之制」と「嘉石之
制」について詳しい説明もあった。) 


















9趙増祥、徐世虹『「漢書・刑法志」注釈』法律出版社(1983 年 1 月)1 頁以下参照。東漢・
史学学者である班固は『漢書・刑法志』で、「漢興、高祖初入関、約法三章、殺人者死、傷
人及盗抵罪、蠲削煩苛。」と記載していた。 


















                                                                                                                                                                                       
18張培田「清末の刑事制度改革に対する日本からの影響」(喜多三佳訳)『日中文化交流史








清浦奎吾 上海商務 上海商務 一九〇三 
2 監獄学 小河滋次郎 劉銘 東京湖北法政編輯社 一九〇五 
3 漢訳監獄学 小河滋次郎 明志学社 明志学社 一九〇六 







日本政府 西田龍太 不詳 一九〇七 


















不詳 唐宝鍔 東京訳書編社 一九〇三 
11 日本警察新法 日本政府 小幡厳太郎 東京善隣訳書館 一八九九 
12 犯罪捜査法 南波杢三郎 徐祖中 北京法学社 
一九一一年以
前 
13 刑法各論 岡田朝太郎 李碧 東京湖北法政編輯社 一九〇六 
14 刑法各論 岡田朝太郎 袁永廉 丙午社 一九〇五 
15 刑法通義 牧野英一 陳承沢 上海商務 一九一〇 
16 刑事訴訟法 板倉松太郎 鄒麟書 東京湖北法政編輯社 一九〇五 
17 刑事訴訟法 板倉松太郎 張一鵬 丙午社 一九〇七 
18 刑事訴訟法論 松室 至 陳時夏 上海商務 一九一〇 
19 刑法過失論 S・P・C 鄭宇中 北京法学社 
一九一一年以
前 
20 刑法総論 岡田朝太郎 瞿宗鋒 東京湖北法政編輯社 一九〇六 
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21 刑法総論 岡田朝太郎 李維柱 丙午社 一九〇五 























劉大謐 丙午社 一九〇七 
 

































                                                                                                                                                                                       
32王元増・前掲(注 31)1 頁以下。「刑罰者、所以輔教化之不足、如欲予防犯罪、当以教化為
本。」 
33王元増・前掲(注 31)1 頁以下。 
34趙琛『監獄学』(1932 年版)1 頁以下。 








 1949 年 10 月 1 日に中華人民共和国が成立した。新政府は旧来の南京国民政府の法及び
法体系をすべて廃棄した。建国初期において、ソ連などの社会主義国家の憲法を参考にし
た『五四年憲法』が存在していたが、それ以外の法律がなかった。1979 年刑法の公布まで

















































は十五日以上六か月以下とする(第 37 条) 
③ 有期懲役 
有期懲役とは、一定期限の間、犯罪者の人身の自由を剥奪し、労働改造をおこなうと




隔離しておく必要のある犯罪者に適用される(第 28 条)。 
⑤ 死刑 
死刑は極刑ともいう。犯罪者の生命を剥奪する刑罰方法であり、刑罰のなかで最も重




















年の全国刑事事件認知件数は 54.2 万件、全国の人口では、1 万人当たり事件発生率は 5.26%
であった。ちなみに、1981 年の数字が 8.9％、1982 年が 7.4％、1983 年が 6％であり、刑
事事件の件数が減少傾向にあった12。 
しかし、1988 年全国における統計データを見ると、殺人事件の受理件数は 1986 年より
9.1％増加、強盗事件は 43.1％増加、重大窃盗事件は 63.8％増加した13このような高い犯
罪率に対して、政府が第 2 次、第 3 次の「厳打」活動を広範囲が、長期間にわたり展開し
ていった。2000 年に、広東、北京、天津、上海、河北など全国の 14 省・市まで「厳打」
が行われ、同年 12 月まで、全国すべての省に展開されていた。 
「厳打」の結果として、1993 年から 1997 年までの 5 年間で、各裁判所は第 1 審事件を
243 万 7426 件結審しており、法的効力の生じた判決の言渡人員は 274 万 2133 人である。
そして、5 年以上の有期懲役、無期懲役、死刑(執行延期付死刑を含む)の言渡人員は全体
の 40.08％であった14。また、1996 年、第 2 次「厳打」の間では、各裁判所は第 1 審事件
57 万 334 件を結審し、1995 年より 14.97％増加があった。法的効力の生じた判決の言渡人
員 61 万 4323 人のうち、5 年以上の有期懲役、無期懲役、死刑(執行延期付死刑を含む) を
言渡された人員は 26 万 5293 人であり、全体の 43.18％、1994 年より 2.84％の増加があっ
た15。2001 年の第 3 次「厳打」には重大刑事犯罪事件 34 万 571 件を結審し、そのうち、5














































このような刑事政策を執行する結果として、2004 年に判決の確定した者 767951 名のう
ち、5 年以上の有期懲役、無期懲役、死刑に処せられた者の比率が 19％、2005 年に判決の
確定した者 84417 名うち、その比率が 16％、2006 年に判決の確定した者 889042 名のうち、























































































































































































































































































































































 2001 年に、大連監獄における監獄長の汚職事件が発覚し。大連市出身の鄒顕衛は 1979






































































































序を維持できた。それと同時に、各子会社の決算により、2003 年の生産総量が 2002 年よ































































31949 年 9 月 29 日『中国人民政治協商会議共同綱領』第７条による。 
41954 年 9 月 7 日に、政務院により『中華人民共和国労働改造条例』が頒布された。 




6労改専業教材編集部『中国労改学研究』社会科学文献出版社（1992 年）40 頁。 
7廬建平(坂口一成訳)「現代中国における刑罰政策の発展と変革」『北大法学論集』第 58 巻
第 5 号（2008 年）106 頁に参照。 
81979 年 7 月 1 日に全国人民代表大会により公表した。 




10康樹華、王岱、馮樹梁編『犯罪学大辞書』甘粛人民出版社（1995 年 4 月）1 頁以下。 
11全国人民代表大会常務委員会「重大社会治安事犯を厳しく懲罰することに関する決定」
主席令 6 届第 3 号（1983 年 9 月 2 日）。 
12第 6 期全国人大第 4 回会議の「最高人民法院工作報告」による(1986 年 4 月 8 日)。 
13第 7 期全国人大第 2 回会議の「最高人民法院工作報告」による(1989 年 3 月 29 日)。 
14第 9 期全国人大第 1 回会議の「最高人民法院工作報告」による(1998 年 3 月 10 日)。 
15第 8 期全国人大第 5 回会議の「最高人民法院工作報告」による(1997 年 3 月 11 日)。 









22周振傑「中国における社会内矯正制度」『早稲田大学高等研究所紀要』第 5 号（2013 年）
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60 頁。 
232011 年 5 月 1 日より施行された。本稿で引用した『中華人民共和国刑法修正案(八)』は、
全理其「中華人民共和国刑法改正法(七)・(八)について―訳文と解説―」『大阪学院大学院


























29『最高人民法院年度工作報告』(2005 年度、2006 年度、2007 年度、2009 年度)。 
30石原明＝藤岡一郎＝土井政和＝荒川雅行『現代刑事政策』青林書院（2001 年）249 頁。 
31趙国玲「二十世紀の中国監獄法学」『中外法学』1998 年第 3 期(総第 57 期)84 頁。 
32 『人民日報』1981 年 9 月 10 日号。 
33楊顕光 夏宗素 編『労働改造学』西南政法学院（1982 年 10 月）。 
34邵名正統編『労働改造学』群衆出版社（1983 年 2 月）。 
35(アメリカ)E・Eugen・Miller 著 武暁嵐 陳忠林 全理其 馮陵 訳『監獄管理』西南
政法学院外国法学研究室（1985 年 6 月）1 頁以下。 
36(イギリス)W・Scott 著 陳兆林訳『エディンバラ監獄』吉林人民出版社（1980 年）。 
37(アメリカ)Jessica Mitford 著 鐘大能訳『アメリカ監獄の裏側』法律出版社（1985 年 9
月）。 
38労改専業教材編輯部中国労改学研究編書組 編『中国労改学研究』社会科学文献出版社 
（1992 年 8 月）。 
39趙国玲・前掲（注 31）85 頁。 
40楊殿昇『監獄法学』北京大学出版社（1997 年）17 頁。 
41余叔通『労働改造法学』法律出版社（1987 年）15～16 頁。 
42楊殿昇・前掲（注 40）55 頁。 
43楊顕光『労働改造学』 西南政法学院（1982 年 10 月) 第二節に参照。 
44楊殿昇・前掲（注 40）68 頁。 
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45許章潤『監獄学』中国政法大学出版社（1991 年 2 月）1 頁以下。 
46楊世雲、竇希琨『比較監獄学』中国人民公安大学出版社（1991 年）1 頁以下。 
47金鍳『監獄学総論』法律出版社（1997 年）1 頁以下。 
48王雲海「刑務作業」菊田幸一・西村春夫・宮澤節生編『社会のなかの刑事司法と犯罪者』
日本評論社（2007 年）497 頁。 
49北京政法学院編『労働改造法学参考資料(第二輯)』（1982 年）1 頁以下。 
50于南（訳）郭建安（校正）『国連被拘禁者処遇最低基準規則―詳解』法律出版社（1998 年
4 月）。 
51郭建安『国連監獄管理規範概述』法律出版社（2001 年 9 月）。 
52武延平『中外監獄法比較研究』中国政法大学出版社（1999 年 5 月）。 
53魯加倫『中国犯罪人権研究』法律出版社（1998 年 9 月 1 日）。 
54楊世雲、竇希琨『比較監獄学』中国人民公安大学出版社（1991 年）1 頁以下。 
55楊世雲、竇希琨・前掲（注 54）15 頁。 
56楊殿昇・前掲（注 40）97 頁。 
57『犯罪と改造研究』2000 年 9 月期「北戴河会議紀要」等による。 
58儲槐植、陳興良、張紹彦編『理性と秩序:中国労働教養制度』法律出版社（2002 年 8 月）
494 頁。 
59郭明「中国監獄学史研究―清末以来の中国監獄学術述論」中国政法大学博士学位論文 
（2005 年 3 月）245 頁。 
60翟中東「法学層面上の刑罰執行依拠」『中国監獄学刊』2002 年第 4 期 39 頁 
61周振傑・前掲（注 22）60 頁。 
62江献軍「寛厳相済刑事執行政策研究」『中国犯罪研究会第 16 回学術研討会論文集(上冊)』

























74熊達雲『現代中国の法制と法治』明石書店（2004 年）189 頁 
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75第七十四条 労働改造機関の経費は以下の各号に記載する財源によるものとする。 
 (一) 国家予算からの支出 








80王平『中国監獄改革及び現代化』中国方正出版社（1997 年）83 頁。 
81熊達雲・前掲（注 74）190 頁。 









る」『法学』1995 年第 6 期 18 頁。 
87謝紅軍事件が沈陽市中等人民法院(裁判所)の判決による。 






892003 年 4 月 2 日司法部令第 77 号。 
90楊彤丹「アメリカのミネソタ州におけるコミュニティ矯正法律制度に関する」『中国監獄
学刊』2004 年 2 月号。 
91『司法部関於監獄体制改革試点工作指導意見』国函(2003)15 号。 
92楊書「我が国新型監獄体制改革に関する思考及び探索」『西南政法大学学報』2007 年第 9



































































１ 刑務作業をする受刑者は、6 元(約 110 円)の小遣いを得ることができる。 
２ 刑務作業で得たすべての収入は受刑者が自由に使用することができる。 




付は 18 万元を超えて、一人の受刑者に対して最大 400 元(約 7，400 円)を支給する例があ










































年、刑務作業報酬金から 1，000 元(約 18，500 円)を被害者へ送金し、贖罪賠償をしてきた。 
 佛山監獄の統計によると、2006 年から監獄内 99％の受刑者に労働報酬を支給した。また、
2006 年、労働報酬が支給された総額が 240 万元(約 4500 万円)であり、2007 年この総額が
389 万元(7200 万円)であり、2008 年この総額が 340 万元(約 6300 万円)であった。442 制度
の開始以来、被害者の贖罪賠償金として、毎年 100 回以上にも及ぶ刑務作業の報酬金を支
給し、現在、その総額は 10 万元(約 185 万円)を超えている17。 
広東省の監獄における報酬金贖罪制度のような制度が全国の監獄で推進されている。こ
れと同様に、福建省の監獄で、受刑者の労働報酬をその者の家族への送金する制度もあっ
た。2003 年 4 月、福建省の監獄で受刑者の報酬金制度が施行された。それ以来 8 ヶ月の間、
福建省の監獄では毎月受刑者に支給された報酬金の額は 200 万元(3，700 万円)に上った。
福建省監獄管理局の調査によると、受刑者の家族から受刑者に対する送金額は一ヶ月一人
当たり 200 元(約 3，700 円)であった。それにより、受刑者への報酬金の支給により受刑者














































立した。2009 年、涪陵電大は 57 名の高等自学試験合格者に対して、涪陵監獄における大






 2011 年、重慶市涪陵監獄の 150 名以上の受刑者が涪陵電大の課程に参加した。2009 年以
来、102 名受刑者がこの課程によって、涪陵電大の学位を取得した28。 










































市では、2003 年の正月に約 200 名の受刑者に帰宅が許可された37。また、2008 年の正月に、






























 受刑者の教育問題については、1994年 12月 29日に制定された「中華人民共和国監獄法」






 職業教育に要する経費に関しては、2003 年 3 月 9 日、中国の財政部と司法部が「監獄基
本支出経費標準」を制定した。これにより、受刑者の教育経費については、以下のように
規定されている。すなわち、受刑者一人に対して、中国東部地方には年間 220 元(約 2，750




とにより、のべ 1，300 人の受刑者が 29 回の試験に参加した。その中から 7 人が大学卒業
証書を取得し、44 人が専門学校卒業証書を取得した43。また、北京市監獄局の統計による
と、1986 年以来、北京市各監獄で開催した各種の資格試験、高等自学試験は 42 回であり、




9 月 14 日司法部『現代的な文明監獄創立についての基準と実施意見』において、監獄管理
部門より監獄に対して職業教育の数値目標が要求されていた。例えば、職業訓練の入学率
が 80％、資格取得率が 20％に達するなど、特に刑期 3 年以上の受刑者には実用的な技術を



































締結した満期釈放前の受刑者 210 名がおよんだ49。 
 また、雲南省監獄局の調査によると、2013 年度、雲南省各監獄が 44 回の就職説明会を
開催した。1 万余りの受刑者が参加し、企業側と就職協定書を結んだ人数は 1733 名にあっ
た50 
（三）監獄外での中間処遇施設の設置 
 2010 年 5 月 12 日、南宁市青秀区に満期釈放者の中間的安置施設と職業教育施設が設立
された。この施設は地方政府が 60 万元(約 750 万円)を支出し、地元の紡績会社の協力を得
て設立された。この基地では、満期釈放者が月 1，200 元～1，500 元(約 1.5 万円～1.875
万円)の給料を得ることができる上、基本生活が保障されている。その後の数ヶ月の間で、
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 中国監獄学会の調査によると、2002 年までに監獄が収容した人数は 154 万人に上り、最
大収容総数より 28 万人を超えた。そのため、受刑者一人当りの居住面積が 5 平方メートル
以上ある者はわずか 13.1％であった11。ちなみに、1982 年から 2002 年まで監獄に収容し
た人数は 62 万人から 151 万人まで増加し、その増加率は 150％に達したが、同期の人口増
加率はわずか 20％にとどまっていた。犯罪率の大幅な増加は、監獄の必要資金額にも影響
を及ぼした。その結果、監獄の経費は 1992 年の 14 億元(約 175 億円)から 2001 年の 108











1989 年 8 月 30 日、最高人民法院、最高人民検察院、公安部、司法部は共同で、執行猶
予者、仮釈放者などの非監禁刑対象者への指導監督方法についての通達14を公表した。そ
の通達により、対象者の戸籍所在地にある民政間機関が指導監督を行う執行者として規定





















がコミュニティ処遇の試行地に選ばられた。2005 年 1 月に、上述四つの部門が「コミュニ
ティ処遇の試験の範囲を拡大することに関して通知」20を公表した。その後、コミュニテ
ィ処遇の試行地は全国 12 の省までに拡大された。その結果、2006 年、コミュニティ処遇


































人以上のボランティアを動員している。2005 年 12 月、上海市でのコミュニティ処遇に参





























ずに管轄地域を出れば 10 点マイナス、毎月参加するボランティアの時間が足りなければ 1
時間につき 3 点マイナスする。点数に変動があれば、書面による通知がなされ、不服があ




















①説得教育 一ヶ月間での減点が 8 点から 12 点に達すると、説得教育を受けなければ
ならない。 
②戒告 二ヶ月間での減点が 12 点から 20 点に達すると、町警察からの戒告を受けなけ
ればならない。 
③警告処分 三ヶ月連続で減点 20 点または年間 40 点に達すると、警告処分を受けなけ
ればならない。 






















上で、監獄へ報告することになっている。2006 年 4 月から 5 月にかけて、同区における仮
















その他、司法部の調査によれば、2011 年 12 まで、全国にわたってコミュニティ処遇に





このような成功的な経験を活かすために、2011 年 5 月 1 日より施行された「中華人民共
和国刑法修正案(八)」では、正式にコミュニティ処遇は執行猶予、管制、仮釈放を宣告し
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